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「協調ゲーム論」型企業組織

モデル（青木モデル）の検討

坂　本　和

は　　じ　め　に

　今日 ，経済学における企業理論は，そのほとんどがコース（Ｃ。。。。，Ｒ．Ｈ．）の

Ｔｈｅ　Ｎａｔｕｒｅ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｆｉｍ，亙６０〃ｏ〃６０，Ｎｏｖ．１９３７での問題提起を共通の出発点

としている。コースは，それまで伝統的に社会の資源配分のもっとも合理的な

調整メカニズムと理解されてきた市場メカニズムの世界に，なぜ企業組織とい

うもう一つの調整メカニズムが存在するのかを問い，市場での取引 コストがか

さむとき ，そのコストの節約のために組織内部で，もう一つの調整メカニズム
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が発生するとして，市場メカニズムにおける企業組織の存在を説明した 。

　しかし，このコースの問題提起を共通の出発点としながら ，今日 ，企業理論

（企業組織モデル）にはさまざまなアプローチが存在する。青木昌彦氏は，コー

スの設定したフレームワークをどのような観点から発展させたかで，企業理論

のつぎの三つのアプローチを区別している（同『日本企業の組織と情報』１９８９年 ，

東洋経済新報杜，第１章を参照）。

　第一 コース理論の契約論的側面を「事前のインセンティブ配置」という観

点から発展させた，新古典派経済学の伝統に沿う「工 一ジェンシー 理論

（ＡｇｅｎｃｙＴｈｅｏｒｙ）アプローチ」。

　第二。コース理論の契約論的側面を，契約が不完全なものとならざるをえな
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いことを削提としたうえで，「事後の適用」に焦点をおいて発展させた，ウィ

リアムソン（Ｗ
１ｌ１１ａｍ．ｏｎ，Ｏ　Ｅ）理論に代表される「取引 コストの経済学

（Ｔｒａｎｓａｃｔ１ｏｎ ＣｏｓｔＥｃｏｎｏｍｌｃｓ）アプローチ」。

　第三。コース理論の核心をなすが，その後の契約論的な発展においては無視

されてきた「企業内コーティネーシ ョンの比較分析」の復権を念頭におく ，青

木氏自身の「協調ゲーム論（Ｃ。一。ｐ。。。ｔ１。。 Ｇ．ｍ． Ｔｈ。。。ｙ）アプローチ」。

　青木氏は，企業理論へのアプローチをこのように三つのタイプに整理する 。

そして，今日支配的な位置にあるのは第一の「工一ジ ェンシー理論アプロー

チ」と第二の「取引 コスト ・アプローチ」であるとしたうえで，青木氏は，自

身の「協調ゲーム論アプローチ」をこれらに対置し，その確立をめざしたいと

する。実際に，この間の青木氏の企業理論をめぐる精力的な作業は，この課題

に沿ったものである 。

　筆者は，すでにコース／ウィリアムソン ・モデルの検討で，上の三つのタイ

プのうちでは第二の，「取引 コスト ・アプローチ」の意義と限界をあきらかに
　２）
した。この作業の継続として，本稿ではさらに，第三の，青木氏の「協調ゲー

ム論アプローチ（青木型企業組織モデル）」の意義と限界を検討する 。

　また，この作業をとおして，先稿でのコース／ウィリアムソン ・モデルの検

討では十分描き出せなかった筆者自身の企業理論のフレームワークをより明瞭

にできればと考える 。

Ｉ． 青木氏の企業組織モデルのフレームワーク

　企業理論をめぐる青木氏のこの間の作業は，二重である 。

　第一は，「協調ゲーム論アプローチ」による企業理論（企業組織モデル）その

ものを構築する作業である。この作業の成果は，〃３Ｃｏ－ｏク舳伽３Ｇ舳３

珊３０リげ〃６ハ舳，１９８４（青木昌彦『現代の企業　　ケームの理論からみた法と経

済』１９８４年，岩波書店），および『日本企業の組織と情報』（１９８９年，東洋経済新報
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杜）のとくに第１章に集約されている 。

　第二は，この「協調ゲーム論アプローチ」を念頭におきながら，具体的に ，

戦後日本経済の良好なパフォーマンスのシステム的根拠を説明する，日本企業

の経済モデルを構築し，それを理論的に評価する作業である。この作業の成果

は， １伽ブ伽之１・・，１・伽加・・，伽４Ｂ・榊〃・９１・ 伽■砂・舳・ 亙・… 州１９８８

（水易浩一訳『日本経済の制度分析　　１青報　インセンテイフ　交渉ケーム』１９９２年
，

筑摩書房）や『日本企業の組織と情報』（１９８９年，東洋経済新報社）などの業績で

示されている 。

　はじめに，これらの成果に示されている青木氏の企業組織モデルのフレーム

ワークを要約的に紹介する 。

　１　「協調ゲーム論アプローチ」による企業組織モテル　　「コーポラティ

　　フな経営主義モテル」

　まず第一の作業についてみる 。

　（１）青木氏は，丁加Ｃｏ－ｏク舳加６ Ｇ舳６ 〃６０７＝ソ げ肋６〃舳（邦訳『現代の

企業』）の第１章で，自身の企業組織モデルのフレームワークをつぎのように ，

要約している 。

　「われわれは，企業を株主集団と従業員をそのメンバーとする一つの連合体

とみなし，企業の市場行動とその内部における（組織準地代の／引用者〕）分配

とを協調ケームの解（交渉解）として解釈する。この分析枠組においては，企

業の内部においておこなわれる決定は，暗黙的ないし明示的に企業のメンバー

によっ て同意され，かつこれらのメンバーのパワー・ バランスと彼らの立場か

らみた内的効率性によっ て特徴づけられた結果とみなされるのである 。」

（〃五，ｐ ．７ －８ ：同上訳，１１ぺ一ジ 。）

　周知のように，伝統的な新古典派経済学では，企業組織がつくり出す「組織

準地代」は，利潤という形式で，排他的に企業者としての株主集団（ここでは ，

経営者はその代理人とみなされる）に帰属するものとみなされてきた。したが っ

てまた，企業は企業者にとっ ての効用，利潤の最大化にそって経営されるとさ

　　　　　　　　　　　　　　　　（５１７）
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れてきた。これに対して，従業員の受け取る賃金は生産コスト構造の一要素と

して，与件的に念頭におかれるにすぎなかった。したがって，ここでは，企業

が株主集団だけではなく ，従業員を含む一つの連合体，つまり企業「組織」と

して扱われることは論理的に不可能であ った。青木氏の上のような企業組織の

協調ゲーム ・モデルは，このような伝統的な新古典派経済学の企業理論に対す

る批判を出発点としている 。

　（２）ところで，このように従業員を株主集団と並ぶ企業の構成メンバーとし

て位置づけうる根拠はなにか。青木氏は，伝統的な新古典派経済学とは異なり ，

従業員の能力を企業に固有の資源の重要な一環として位置づける。つまり ，企

業に固有な資源とは，単一の一枚岩的な主体に体現されているのではなく ，株

主集団と従業員集団に拡散して存在している，と理解する。ここに，青木氏は ，

従業員集団を株主集団とならぶ，対等の企業の構成メンバーとして位置づける

根拠をみる 。

　この点について，青木氏は，『日本企業の組織と情報』の第１章でつぎのよ

うにのべて，さらにくわしく展開している 。

　「組織内 コー ディネーシ ョンの比較効率性にとっ て， だんだんと人間的要素

を無視しえない状況が現出しつつあるということである。すなわち連続的に変

化する市場や技術の条件にフレキシブルに対応するのに，企業組織の内部で伝

統的なヒエラルキー的コーディネーシ ョンと並んで，水平的なネ ットワークを

通ずるコー ディネーシ ョンが無視しえない力を発揮するようになっ てきている 。

このネ ットワークにおいて，従業員はグループとして，現場情報処理や水平的

コミュニケーシ ョンにおいて重要な役割を演じている。そしてそうした役割の

遂行に必要な能力は，ネ ソトワークに特有な資源として企業内に獲得され，か

つ蓄積されていく 。こうしたネ ソトワークに特有の資源の蓄積がシェアリング

の可能性を基礎づけると協調ゲーム論は考えるのである 。」（同上書，２１～２２ぺ 一

ジ。）

　（３）この場合，「経営者」をどのように取り扱うか。これが，もう一つのポ

イントである。この点について，青木氏は丁加Ｃｏ－ｏ火肋伽Ｇ舳３ Ｔ１加ｏ〃
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げ〃６ハ舳（邦訳ｒ現代の企業』）でつぎのようにのべる 。

　「経営者の取りあつかいについては，特別のコメントが必要である。現実の

世界において経営者は，株主あるいは俸給経営者として，またはその双方とし

て生活の糧をえ，金銭的ないし他の個人的動機をもっ ているであろう 。しかし

ながら本書は，経営者のこのような個人的側面を捨象し，経営者の本質的な機

能を，協調ゲームの解を見いだすことに共通の利益を有する株主集団と従業員

たちとのあいだの調停者のそれとして概念化する。ことばをかえていうと ，こ

れから展開する寓話においては，経営者の一側面は協調ゲームの『レフェリ

ー』として特徴づけられる。この調停者としての経営者という概念と経営主義

者の『純粋に中立的なテクノクラシー』という概念のあいだに非常に強い類推

がみとめられる 。」（〃〃 ，ｐ ．６２ ：同上訳，１１６ぺ一ジ 。）

　このような経営者の取り扱いは，１９５０～６０年代に企業理論に新風を吹き込ん

だ経営主義理論（経営主義的企業理論）に対する批判を背景にしている 。

　２０世紀に入って，巨大株王会社の形成と株式の分散化が急速にすすみ，これ

が背景となっ て， いわゆるｒ所有と経営の分離」，つまり株主にかわ って，経

営者が企業の支配的な意思決定権を掌握するようになっ たとする見方が支配的

とな った。経営主義理論は，このような２０世紀の企業発展の現実を背景として

いる。ボ ーモル（Ｂａｕｍｏｌ，Ｗ．Ｊ．）の肋３伽５５ Ｂ６ん伽伽吻伽 ｏ〃Ｇブｏ肋ん ，
１９５９（伊達邦春 ・小野俊夫訳『企業行動と経済成長』１９６２年，ダイヤモンド社），マリ

ス（Ｍａｒｒｉｓ，Ｒ．）の丁加亙６０〃ｏ〃６ 丁加ｏびげ ‘〃伽６９６ｒ〃’ Ｃ砂伽Ｚ乞舳，１９６４

（大川勉ほか訳『経営者資本主義の経済理論』１９７１年，東洋経済新報社），ウィリアム

ソン（Ｗｉ１１ｉａｍｓｏｎ，Ｏ．Ｅ．）のｎ６Ｅ６０〃ｏ〃６５ げル蝋勿ゴｏ伽びＢ６ん仰６ｏブ

〃伽６９６ブ〃０勿６伽加 ｏ〃６０びげ〃６〃ブ刎，１９６４（井上薫訳『裁量的行動の経

済学』１９８２年，千倉書房）などが，この経営主義理論を代表するものである 。

　この経営主義理論では，「通常，経営者の効用は静的な場合には企業のサイ

ズに，また動的な場合にはその成長力に関連すると想定され，経営者は株主に

よっ て課せられるある種の制約条件のもとで，この効用関数の最大化を試み

る」（〃〆，ｐ．３５ ：同上訳，６８ぺ一ジ）と仮定されている。しかし，この理論は ，
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結局，「企業家（株主〔引用者〕）による効用最大化という新古典派的仮説を ，

経営者による効用最大化仮説によっ て置きかえたにすぎなかったのである。そ

の結呆として，彼らは経営主義理論の基本的な則提，すなわち経営者は企業の

さまざまな構成母体のあいだで裁定者として行動する，という基本的な則提か

ら逸脱することとなっ た」（〃〃，ｐ．３５ ：同上訳，６８ぺ一ジ）というのが，青木氏

の評価である。経営者の本質的な機能を「株主集団と従業員たちとのあいだの

調停者」としての機能にみる青木氏の理解は，このような従来の経営主義理論

に対する批判を背景にしている 。

　（４）総じていえば，青木氏の企業理論は，これまでの企業理論，すなわち新

古典派の企業理論，経営主義理論，さらにこれらとは対極をなす労働者管理企
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
業の理論の基本的な立て方に対する批判を背景としている。つまり ，これまで

の企業理論では，企業は，それぞれ株主集団，経営者，あるいは従業員（労働

者）といっ た特定の企業メンバー・ グループの単独の利益のために経営される

とみなされている。したがって，その分析の関心は，それら支配的なグルー プ

の効用の最大化に集中され，他の構成グループの利害は単に与件として扱われ

にとどまっ ている。このような従来のさまざまなタイプの企業理論のもつ一面

性を批判しつつ，企業をそれぞれ利害を異にするさまざまな構成グルー プから

なる一つの連合体とみなして，そこでの意思決定を説明する合理的な理論を

「組織均衡」理論として構築する，というのが青木氏の基本的な視角である 。

　しかし，青木氏の協調ゲーム ・モデルは，単にこれまでの各種の企業理論に

対して対置される企業理論として提示されているのではなく ，新古典派経済学

の企業理論およぴ労働者管理企業の理論を二つの特殊なケースとして含む，よ

り　般的な企業理論として構想されている。すなわち，新古典派経済学の企業

モデルは従業員の内部交渉力がゼロの場合に対応する。また，新古典派経済学

の場合とは対照的に，従業員一人当たりの所得の最大化にそ って経営されると

する労働者管理企業の企業モデルは，株主集団の内部交渉力がゼロの場合に相

当すると理解されるからである。しかし，現実の企業は，この二つの極限状態

の中間の状態にあるのが普通と考えられるのであり ，それは，上の引用に示さ

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２０）
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れているような，協調ゲーム ・モデルとしてモデル化されることになる 。

　（５）青木氏は，以上のような「協調ゲーム論アプローチ」による企業組織モ

テル　　企業組織の協調ケーム ・モテル　　について，さらにそれが，法的 ・

制度的に規定された現実の企業のどのような意思決定メカニズムと効率的な適
　　　　　　　　　　　４）
合性をもつかを検討する 。

　そこで，青木氏は，経営者（Ｍ）と企業の他の構成要素，つまり株主集団

（Ｓ）と従業員集団（Ｅ）との間における経営機能の分担の様式を特定化するこ

とによっ て， 企業の意思決定メカニズムの異なる三つの基本モデルと一つの変

形モデルを区別する（〃〃，ｐ．１２６ －１２７ ：同上訳，２０３～２０４ぺ一ジ 。）

　¢　株王王権 ・団体交渉モテル　　この下では，ＭはＳの代理人としてＥ

の代表とともに，意思決定変数の一部を共同で決定し，のこりを片務的に決定

する 。

　　　経営参加モテル　　この下では，ＳとＥの代表者が共同的に意思決定

をおこなうか，あるいはＳとＥの共同監視のもとでＭが意思決定をおこなう 。

　　　コーポラティフな経営王義モテル　　この下では，中立的なＭが，Ｓ

とＥの利害を統合し，仲裁するように意思決定をおこなう 。

　　一ａ 経営裁量モテル　　このモテルは　の退化したモデル，ないし変種で

ある。この下では，独立のＭが，ＳとＥによっ て課せられた制約条件の下に ，

それ自身の効用を最大化するべく意思決定を行う 。

　青木氏は，以上のような三つのモデルについて，その制度的な効率性を検討

し， 企業組織の協調ゲーム ・モデルとｒコーポラティブな経営主義モデル」の

整合性を結論する 。

　コーポラティブな経営主義モデルとは，あらためていえば，ｒ株主集団と従

業員集団という二つの基礎的な構成母体からなり ，これらの単位を相互依存的

な全体に鋳あわせる統合的 ・利害裁定的機構　　『経営陣』と特定化される

　　を備えた一つのシステムとして，企業を概念化する」（〃泓，ｐ．１７２ ：同上訳 ，

２９２ぺ一ジ）ものである。この際，「コーポラティブ」という形容詞は，旧来の

経営主義理論の企業モデル（裁量的な経営主義モデル）との対比で，経営者の

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２１）
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「統合的 ・利害裁定的機構」としての役割を協調するためのものであると，青

木氏はいう 。

　２　協調ゲーム ・モデルと日本企業モテル

　以上のような「協調ゲーム論アプローチ」にもとづく企業組織の一般モデル

　　コーポラティブな経営主義モデル　　を念頭におきながら，つぎに青木氏

の日本企業の経済モデルについてみる 。

　青木氏の日本企業モテルは，¢１伽ブ伽〃０〃，１〃閉肋３５，伽４肋惚〃舳９

加伽Ｊ砂”伽６ Ｅ６０〃ｏ刎以１９８８（邦訳『日本経済の制度分析』）で提示されたあと ，

さらに＠『日本企業の組織と情報』（１９８９年）（とくに第６章「金融と雇用契約のネ

クサスとしての日本企業」），　「契約論アプローチと日本企業」（今井賢一・ 小宮

隆太郎編『日本の企業』１９８９年，東只大学出版会，第２章），＠Ｔｏｗａｒｄ　ａｎ　Ｅｃｏｎｏ －

ｍ１ｃ　Ｍｏｄｅ１ｏｆ　ｔｈｅ　Ｊａｐａｎｅｓｅ　Ｆ１ｍ，Ｊｏ〃閉〃げ厄６０〃ｏ舳６ 〃３ズ〃舳，Ｖ
ｏ１

ＸＸＶｍ，Ｍａｒｃｈ１９９０，などで展開されている。青木氏はこのような日本企業

モデル構築作業のなかで，とくに　以降，雇用契約と金融契約にみられる，決

定の側面とインセンティブの側面における分散化と集中化の双対的結合に注目

し， ここから日本企業の特徴を説明する三つの「双対原理」を導く作業を展開
　　　　５）
している 。

　しかし，ここでは，青木氏の日本企業モデル構築の出発点をなす○でのモデ

ルをとりあげる。Ｏでのモデルは，青木氏の日本企業モデルの原点であり ，協

調ゲーム ・モデルを直接念頭において日本企業モデルの検討がなされている 。

　（１）◎で青木氏が日本企業モデルを集約的に提示しているのは，第５章「Ｊ

企業における交渉ゲーム」においてである 。

　ここで青木氏は，日本企業（Ｊ企業）における交渉ゲームの構造の特徴をつ

ぎのようにまとめている 。

　「１ ．交渉事項の広範性 ：Ｊ企業の交渉事項は，従業員への報酬やその他の雇

用条件のように，通常の団体交渉の対象になるもの以外のかなり広範囲にわた

る問題に及んでいる。従業員の福利と関連が強い経営戦略変数や，文脈的技能
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を蓄積し，それを効率的に利用する標準的努力の問題も（陰伏的に）交渉事項

に入れられいる 。

　２ ．暗黙のコミットメント ：交渉結果を規定する変数の種類によっ ては，そ

れに関する同意事項を，明文化した強制力を有する契約という形にはできず ，

暗黙の約束という形でのみ了解されている場合がある 。

　３ ．経営者の調停的役割 ：交渉ゲームにおける経営者の主な役割は調停者の

それであり ，自らは一定の中立的な立場に立って株主集団，準終身雇用従業員

集団の双方に受け入れられるような経営戦略を作成する 。」（１伽舳〃。仏１舳。 一

伽６５，舳４肋惚〃〃確加伽１ゆｏ舳６ 亙６０〃ｏ刎以ｐ１５６ ：前掲訳，１７０ぺ一ジ
。）

　（２）さらに，このような日本企業における交渉ゲームのなかで，経営者は ，

つぎのような三つの補足しあう役割を果たすものと考えられている 。

　「１ ．企業別組合に対する交渉主体 ：経営者は企業の有形資産の十分な拡張

と株主への満足のいく収益を確保するように，組織に帰属する準レントの処分

に関して，企業別組合と団体交渉を行う 。

　２ ．ランク ・ヒエラルキーの管理者 ：経営者は準終身雇用従業員をモニター

し， 準レントから努力支出のコストを差し引いた額の極大化に必要な努力支出

を行うというコミットメントを果たせるようにする。それは，インセンティブ

・システムとして，第３章で述べたような賃金 ・昇進の仕組みを使い，それを

集中的に管理するということによっ て可能となる 。

　３ ．経営戦略の裁定的意思決定者 ：経営者は，『比重づけルール』に従って

構成集団間の利害のバランスのとれた経営戦略を決定する 。」（〃五，ｐ．１８１－１８２ ：

同上訳，１９５ぺ一ジ 。）

　（３）¢での青木氏の日本企業モデルは，そのエッ センスを要約すれば，以上

のようである。すでにあきらかなように，ここには，先にみた同氏の企業の一

般理論としての協調ゲーム ・モデル（コーポラティブな経営主義モデル）が現実

的な存在として確認されることになっ ている。したがって，青木氏の企業の一

般理論からすれば，日本企業モデルとして集約される日本企業の組織的特質と

いわれてきたものは，決して経済学の企業理論から外れた特殊なものではなく ，
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
一般性をもっ たものとして理解されることになる 。

　　１）坂本和一「コース／ウィリアムソン型企業組織モデルの検討」『立命館経済学』

　　　第４１巻第１号，１９９２年４月 ，第皿節を参照 。

　　２）同上論文，第皿，Ｗ節を参照 。

　　３）Ａｏｋｉ，Ｍ，丁加Ｃｏ－ｏ火閉伽３ Ｇ”倣ｎ３０びげ肋３ハ閉１９８４，Ｐ航Ｉ（青木昌

　　　彦『現代の企業　　ゲームの理論からみた法と経済』１９８４年，岩波書店，第Ｉ

　　　部）を参照 。

　　４）〃〃，Ｐ航皿（同上訳，第皿部）を参照 。

　　５）　［日本企業の組織と情報』１９８９年，東洋経済新報社，第６章にしたがって，青

　　　木氏のいう三つの「双対原理」を示せば，つぎのようである 。

　　　　〔第一双対原理〕「組織的に有効であるためには，雇用契約は情報側面とインセ

　　　 ンティブの側面において，双対的に分散化と集中化を結合する必要がある。この

　　　要請を満たす二つのパターンが存在する。ＡタイプとＪタイプ（またはそのコン

　　　ビネーシ ョン）である 。」（同上書，１４９ぺ一ジ
。）

　　　　〔第二双対原理〕「雇用契約と金融契約のネクサスは，一様にＡタイプか（つま

　　　りＡ －Ａタイプ），Ｊタイプ（つまりＪ－Ｊタイプ）であれば，より有効である 。」

　　　（同上書，１５８ぺ一ジ 。）

　　　　〔第三双対原理〕「Ｊタイプの契約のネクサスにおいて，経営決定は金融面と雇

　　　用面からの双対的なコントロールのもとにおかれ，企業価値の最大化と代表従業

　　　員の厚生の最大化という二重の目的を追求することになる 。」（同上書，１６３ぺ一

　　　ジ
。）

　　６）以上のような，青木氏の企業組織の一般理論（協調ゲーム ・モデル）と日本企

　　　業モデルの関係は，青木氏自身のこれまでの説明では，必ずしも明確に示されて

　　　いるわけではない 。

１． 協調ゲーム ・モデルの基本的性格

１　企業組織モデル検討の基本的フレームワーク　　「組織均衡」型企業組

　織モテル

（１）青木氏による「組織均衡」理論の発見

以上Ｉでそのエッ センスを紹介したような青木氏の企業組織モデル，協調ゲ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２４）
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一ム ・モデルは，今日の現実の企業組織を理解するモデルとして，どのような

意義と限界をもっ ているであろうか。つぎに，本来のこの問題に入る 。

　ところで，この作業をどのような視角からすすめるか。これから青木氏の企

業組織モデルを検討する場合，はじめに，この作業を行う際の，筆者の検討フ

レームワークをあきらかにしておく必要がある 。

　もとより ，理論の検討は，検討を試みる者の立場で，さまざまな視角があり

うる。しかし，このような作業に際しては，作業が相互に生産的なものであろ

うとすれは，可能な限り ，検討対象に内在的なものであることが望まれるであ

ろう
。

　このような観点からみて，青木氏の企業組織モデルの検討に際して幸運なこ

とは，同氏自身のモデル構築作業の基本コンセプトが，筆者が念頭におこうと

する検討フレームワークの基本コンセプトと重なっ ていることである 。

　すでにみたように，青木氏の企業組織モテルの構築作業の基本的なツールは ，

「協調ゲーム論」である。この協調ゲーム論からの企業組織モデルヘのアプロ

ーチが，具体的にどのような理論的フレームワークを導くか。青木氏はつぎの

ようにのべている 。

　「形式的にいうと ，協調ゲームは，プレイヤーが共通の利益の可能性を追求

するために，どのような結果がえらばれるべきかについて拘束的な協定を結ぶ

ゲームとして定義される 。……（中略）…… 協調ゲーム理論における単純なが

らもっとも実りの多いパラダイム，すなわち純交渉ゲーム，をわれわれのモデ

ルに若干修整して適応することにより ，ゲームの参加者のあいだのパワー・ ハ

ランスと内的効率性によっ て特徴づけられる，組織均衡（協調解）の概念を導

くことができる 。」（丁加Ｃｏ一砂舳伽３Ｇ舳３ 〃３０びげ伽ハ舳，ｐ
．６２ ：前掲訳，１１４

ぺ一ジ
。）

　こうして，青木氏が「協調ゲーム論アプローチ」から導く企業組織モデルの

理論的フレームワークは，ひとことでいえは ，ｒ組織均衡（ＯｒｇａｍＺａｔ１Ｏｎａ１

ｅｑｕ１１１ｂ．１ｕｍ）」という理論的フレームワークである（氏の企業組織モデルを理論的

に説明する同上書 ・第５章は，「組織均衡」と題されている）。 このような理論的フレ
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一ムワークのなかで，経営者の本質的な機能が，協調ゲームの解を見出すこと

に共通の利益を有する株主集団と従業員集団のあいだの調停者のそれとして概

念化されていることは，すでに紹介したとおりである 。

　ところで，周知のように，この「組織均衡」という概念そのものは，１９３０年

代ハ ーナード（Ｂａｍａ・ｄ， Ｃｈ　Ｉ）に始まる近代組織理論の中核概念であり ，その

理論的フレームワークは今日まで，さまざまな角度から検討され，展開されて

きた。しかし，その主要な舞台は，社会学，組織科学，経営学などの分野であ

り， 経済学でこの理論が積極的に取り上げられることはほとんどなかった。も

とより ，この理論が経済学で取り上げられるとすれば，それはまずなによりも ，

企業理論においてであ ったであろう 。しかし，これまでの経済学の主流で取り

扱われる企業理論のフレームワークは，この理論を導入するべ一スとしての ，

「組織体」としての企業という認識を擁していなか った。これまで経済学が

「組織均衡」理論と無縁であったのには，このような背景があ ったように思わ

れる 。

　しかし，１９７０年代以降，経済学でも企業を一つの「組織体」として認識しな

ければならないとする流れが急速に強くなっ てきていた。その意味では，経済

学と近代組織理論の中核である「組織均衡」理論が接合しうるべ一スが形成さ

れてきていた。このような状況のなかで，近年，「協調ゲーム論」からのアプ

ローチで企業組織モデルの構築に取り組んだ青木氏が，その理論的フレームワ

ークとして「組織均衡」という理論に到達したのは，ある意味では理論の発展

が辿るべき一つの必然のステ ップであったともいえる 。

　ただ，念のために付言すれば，青木氏の企業組織モデルにおける「組織均

衡」理論は近代組織理論の「組織均衡」理論を援用することで生まれたもので

はない（少なくとも ，氏は，そのような関連に一言も触れていない）。 むしろそれは ，

企業組織の理解に「協調ゲーム論」という理論ツールでアプローチしたことか

ら生みだされた結果であ った。したがって，それは，経済学の側からの，結果

としての近代組織理論との接合という意味をもつといっ てよいであろう 。

　ところで，筆者は，青木氏の上のような作業結果とは別に，近代組織理論に
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おける「組織均衡」という理論的フレームワークは，経済学が企業組織につい

ての理解を深めようとする場合，念頭におくに値する内容をもっ ていると考え

る。 この点については，つぎにもう少しくわしくのべるが，先に，「幸運なこ

とに，青木氏のモデル構築作業の基本コンセプトが，筆者が念頭におこうとす

る検討フレームワークの基本コンセプトと重なっ ている」といっ たのは，この

点である 。

（２）近代組織理論における「組織均衡」理論

　筆者は，近代組織理論における「組織均衡」理論のフレームワークが，とり

わけ企業組織を理解するためのトータルなフレームワークを描くうえで，有効

な役割を果たすと考える。この点を理解するために，まず，近代組織理論にお

ける「組織均衡」理論がどのようなものかを，かんたんにみておく 。

　¢　ハーナートの「組織均衡」理論　　　「対外均衡」と「内部均衡」の統一

　周知のように，今日 ，近代組織理論といわれるものは，１９３８年世に問われた

ハーナート（Ｂ．ｍ。。
ｄ， Ｃｈ　Ｉ）の主著，丁加ル伽ｚｏ郷 げ肋６Ｅ〃６〃肋６（山本安

次郎ほか訳『経営者の役割』初訳１９５６年，新訳１９６３年，ダイヤモンド社）をもっ て，

その出発点とされる。バーナードは，それまでの伝統的組織理論（古典的組織

理論）がその中心的な認識対象を作業（ｄ．ｉｎｇ）においていたのに対して，意思

決定（ｄｌｃ１．１０ｎ　ｍａｋｍｇ）を中心をすえた新しい組織理論を展開し，組織理論の

歴史に新しい段階を画すことになっ た。 そして，その理論の中核をなしている

のが，「組織均衡」理論である 。

　バーナードの「組織均衡」理論の基本的なモチーフは，そもそも組織（協

働）が存続するためには，どのような条件が満たされなければならないかとい

う， いわば組織理論の根幹を問うものである 。

　バーナードの「組織均衡」理論のエッ センスは，つぎのようである 。

　「協働の永続性は，協働の（・）有効性と（ｂ）能率，という二つの条件に依存する 。

有効性は社会的，非人格的な性格の協働目的の達成に関連する。能率は個人的
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動機の満足に関連し，本質的に人格的なものである。有効性のテストは共通目

的の達成であり ，したがってそれは測定される。能率のテストは協働するに足

る個人的意思を引き出すことである 。」（Ｂ．ｍ。。ｄ。ク。〃，ｐ６０則掲訳，６２～６３ぺ

一ジ。）「それゆえ協働の存続は，つぎのような相互に関連し依存する二種の過

程にかかっている。（・）環境との関連における協働体系全体に関する過程，（ｂ）個

人間に満足を創造したり分配したりすることに関する過程。」（１肋，ｐ．６０－６１ ：

同上訳，６３ぺ一ジ 。）

　ここには，組織存続の条件である「組織均衡」が，二つの側面から成ってい

ることが示されている 。

　第一は，組織の有効性の実現である。ここで，組織の有効性とは，組織が組

織の目的を達成することを意味しており ，したがってまたその達成の度合が有

効性の度合を示すことになる。組織は，その目的を達成できない場合には，崩

壊せざるをえない。これは，組織が対外的に環境との関連で展開する過程，つ

まり組織の「対外均衡」の過程である 。

　第二は，組織の能率の実現である。ここで，能率とは，協働体系に必要な個

人的貝献の確保に関する能率のことでである。組織の存続は，その目的を達成

するに必要なエネルギーの個人的貝献を確保し，維持しうる能力にかかってい

る。 これは，組織が対内的に，協働体系を構成する個人問に満足を創造したり ，

分配したりする過程，つまり組織の「内部均衡」の過程である 。

　そして，これらの二つの条件，組織の「対外均衡」と「内部均衡」の実現さ

れることが，組織存続の不可欠の条件であるとされている 。

　　サイモンおよびマーチ＝サイモンの「組織均衡」理論　　「内部均衡」

　　理論への傾斜

　その後，バーナードの「組織均衡」理論のフレームワークは，サイモン

（Ｓｍｏｎ， ＨＡ）のＡ４舳伽伽肋叱 肋加伽ｏ（１ｓｔｅｄ１９４７
，２ｎｄ ｅｄ１９５７３ｒｄｅｄ

１９７６（松田武彦ほか訳『管理行動』第３版新訳，１９８９年，ダイヤモンド社）に引き継

がれ，さらにマーチ（Ｍａｒｃ
ｈ， Ｊ　Ｇ）とサイモンの０惚舳肥肋ｏ郷，１９５８（土屋守
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章訳『オーガニゼーシ ョンズ』１９７７年，ダイヤモンド社）で展開されていくことに

なっ た〔以下，上記の著作を問題とするとき ，それぞれの著作の著者，バーナ

ード，サイモン，マーチ＝サイモンの名前で示す〕。

　しかし，バーナード以後の「組織均衡」理論は，組織内部での個人的動機の

満足に関心を傾斜させ，対外均衡と内部均衡の統一という総合的なフレームワ

ークが内部均衡の側面に綾小化していくことになっ た。

　サイモンは，かれの「組織均衡」理論を展開している第６章について，あら

かじめ「第３版への序文」のなかで，「この章に示される理論の大部分は，『帰

属しようとする決定』に含まれている人間の諸動機について論ずるための体系

的な枠組を初めて提供した，チ ェスター・ バーナードの考えを繰り返したもの

である」とコメントしている（Ｓｍｏｎ，ｏク６〃 ，ｐ　ｘ１則掲訳，「第３版への序文」８

ぺ一ジ）。 そして，　般にも ，サイモンの「組織均衡」理論がそのようなもの

として理解されている向きがある 。

　しかし，サイモン自身のこのようなコメントにもかかわらず，かれの「組織

均衡」のフレームワークは，バーナードのそれとはかなり大きく変質したもの

となっ ている 。

　それは，サイモンの「組織均衡」という問題のたて方自体のなかに現れてい

る。 かれは，この問題を，「なにゆえ個人がみずから進んで組織された集団に

参加するのか，そして，個人の目的を，確立されている組織の目的に従わせる

のはなぜか」（〃五，Ｐ．１１０ ：同上訳，１４２ぺ一ジ）というフレームワークで立てて

いる。さらに，この問題について，つぎのようにのべる 。

　「組織のメンバーは，組織がかれらに提供してくれる誘因と引き換えに組織

に貢献している。一つの集団による貢献は，その組織が他の集団に提供する誘

因の源泉である。もし，貢献を合計したものが，必要な量と種類の誘因を提供

するのに，その量と種類において十分であるならば，その粗織は存続し，成長

するであろう 。そうでなければ，均衡が達成されることなく ，その組織は縮小

し， 結局のところ消えてなくなるであろう 。」（〃泓，ｐ．１１１ ：同上訳，１４４ぺ一ジ 。）

　すでにあきらかなように，ここに「組織均衡」の問題として定式化されてい
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るのは，バーナードのフレームワークでいえば，ｒ組織均衡」の一つの要素と

しての組織の内部均衡の側面である。バーナードの場合，内部均衡の過程と同

時に，組織が環境との関係で展開する対外均衡の過程が「組織均衡」の柱をな

していた。しかし，サイモンの場合には，この対外均衡の側面は，「組織均衡」

の二つの柱の一つとして位置づけられおらず，ｒ組織均衡」の問題が内部均衡

の問題に倭小化されている 。

　以上のようなサイモンのｒ組織均衡」から，マーチ＝サイモンになると ，さ

らにこの方向での理論の精綴化が図られる 。

　マーチ＝サイモンはその「組織均衡」理論を，つぎのように位置づける 。

　「組織均衡についてのバーナード・サイモン理論は，基本的に動機づけの理論

である。すなわち，組織が，そのメンバーをして参加を継続させるように彼ら

を誘因し，それによっ て組織の存続を確保しうる諸条件についての言明であ

る。」（Ｍａｒｃｈ　ａｎｄ　Ｓｍｏｎ，ｏク６〃 ，ｐ８４前掲訳，１２８ぺ一ジ
。）

　マーチ＝サイモンは，「組織均衡」理論を，当初から明瞭に「動機づけの理

論」，つまり「参加モチベーシ ョンの理論」として位置づけている。つまり ，

マーチ＝サイモンは，「組織均衡」理論のフレームワークを，当初から対外均

衡の側面を排除した，もっ ぱら「参加モチベーシ ョンの理論」として設定し ，

その理論的な精綴化を図 っている。こうして，マーチ＝サイモンは，「組織均

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
衡」理論を内部均衡の理論に純化し，さらに徹底させることになっ た。

　（３）「組織均衡」型企業組織モテル

　以上のように，近代組織理論における「組織均衡」理論も ，出発点となっ た

バーナードのそれと，それを継承 ・展開したとされるサイモンおよびマーチ＝

サイモンのそれでは，フレームワークは，かなり大きく変化してきている。ひ

とことでいえば，バーナードによる本来のｒ組織均衡」のフレームワークは ，

環境に対する対外均衡の側面と内部均衡の側面を統一する総合的なものであ っ

たが，それがしだいに，組織内部における参加者の貢献と誘因についての内部

均衡のフレームワークに限定されるようになっ た。
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　しかし，本来，組織というものの存在を考えるならば，まずなによりもそれ

は， 環境との関係で，その目的を達成するという対外均衡の過程を抜きにして

はありえないものである。内部均衡の過程は，この組織目的達成の過程を支え

る内部的な条件の整備過程であり ，また同時にそれ自身が対外均衡の実現の度

合によっ て大きく左右される関係にある 。

　このように理解するならば，その理論的な整備はまだ素朴なものを残してい

たとしても ，近代組織理論の原点となっ たバーナードの「組織均衡」理論のフ

レームワークは，今日から考えると ，組織をめぐる諸関係をもっとも総合的に

把握しうるフレームワークとなっ ているといえる 。

　バーナード以後の近代組織理論の「組織均衡」理論は，その直接の継承と目

されるサイモン，マーチ＝サイモンにおいて，理論的な精綴化が図られつつも ，

上にみたように，しだいに内部均衡の側面への傾斜を深めていっ た。 しかし ，

他方，このような傾向に対して，１９７０年代以降，むしろ環境（市場環境や技術環

境」）と組織の関係の側面，つまり組織の対外均衡の側面に重点をおく理論的

な流れが登場してくる。この，結果として「組織均衡」理論の新たな展開を担

うことになるのは，先稿のコース／ウィリアムソン ・モデルの検討の際に，そ

の限界をあきらかするために検討視角として念頭においた「コンティンジ ェン

シー理論」である。しかし，コンティンジェンシー理論は，環境と組織の適応

関係を重視するあまり ，また逆に，組織内部での人問のあり方の問題，内部均

衡の側面を軽視することになっ た。

　こうして，バーナードに始まる「組織均衡」理論は，これまで，組織と人問

の関係の側面と ，環境と組織の関係の側面の，両面への過度の傾斜を経験しな

がら，今日，新たな次元で「組織均衡」理論としての本来の理論的「均衡」を

取り戻す課題に直面している。このような観点からも ，いま，原点としてのバ

ーナードにおける「組織均衡」理論のトータルなフレームワークの意義を確認

しておくことが有意義である 。

　以上では，もっ ぱら近代組織理論のレベルでの，組織一般についての「組織

均衡」理論のフレームワークについてみてきた 。
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　しかし，もとよりここで問題としている企業組織も近代組織理論の対象であ

り， その中心的な存在である。したがって，当然，上のような「組織均衡」理

論のフレームワークは，企業組織という具体的な存在についても当てはまるわ

けであり ，またその実現がもっともリァルに問題となるといえる 。

　このように考えると，私たちがトータルな企業組織像を理解する理論モデル

を描こうとする場合，一つの重要な視点として，上にみたような近代組織理論

における「組織均衡」理論のフレームワークを念頭におくことは，十分有意義

なことであると考えられる 。

　以下，このような「組織均衡」型企業組織モテルを念頭において，具体的に

青木氏の発見した企業組織モデル，協調ゲーム ・モデルの意義と限界を検討し

てみる 。

　２　協調ゲーム ・モテルの基本的性格　　意義と限界

　以上のような「組織均衡」型企業組織モテルを念頭において，改めて青木氏

の協調ゲーム ・モデル（コーポラティブな経営主義モデル）に立ちかえるとき ，

それはどのような意義と限界をもっているといえるであろうか 。

　（１）「内部均衡」モデルとしての協調ゲーム ・モデル

　この点で，まず第一に気がつくのは，青木氏の協調ゲーム ・モデルが内部均

衡レベルの企業組織モデルとなっ ていることである 。

　「組織均衡」というフレームワークは，本来，すでにみたように，組織の対

外均衡と内部均衡という二つの側面をもち，これら二つの側面を同時に実現す

ることが組織存続の条件であるというものである。このことを念頭におくと ，

青木氏の企業組織モデルを体現する「組織均衡」の概念は，とくに内部均衡を

モデル化したものとして設定されているということである。先にも引用した ，

「協調ゲーム理論における単純ながらもっとも実りの多いパラダイム，すなわ

ち純交渉ゲーム，をわれわれのモテルに若干修整して適応することにより ，ゲ

ームの参加者のあいだのパワー・ バランスと内的効率性によって特徴づけられ
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る， 組織均衡（協調解）の概念を導くことができる」（〃。Ｃ。一。ク伽加。 Ｇ。舳。

珊。。びげ伽〃舳，ｐ
．６１ ：前掲訳，１１４ぺ一ジ）という表現は，このことを端的に

表している 。

　青木氏は企業を，株主と従業員という利害 ・立場の異なる集団をそのメンバ

ーとする一つの連合体とみなし，その内部で生みだされる余剰，つまり組織準

地代の分配を一つの協調ゲームの解として解釈する企業組織モデルを展開した 。

このような企業組織モデルは，伝統的な新古典派経済学の描く抽象的な企業モ

デルとは大きく異なり ，その意味では，現実の企業組織の理解に接近する上で ，

新たな前進を示している 。

　こうして，青木氏の企業組織モデルは，企業組織内での参加者の間のパワー

・ゲームと内的効率性，つまり内部均衡の側面には，これまでにはなかった鮮

明な光を当てる。しかし，本来「組織均衡」という場合のもう一つの側面，企

業組織が市場や技術をめぐる環境との関係でどのような適応を図り ，みずから

の目的を実現していくのかという対外均衡の側面については，積極的な理解の

フレームワークを提示していない。青木氏の企業組織モデルが企業組織の内部

均衡の側面をもっ ぱらモデル化したものであるというのは，このような理解か

らである 。

　このような青木氏の内部均衡型の企業組織モデルは，いうまでもなく ，経営

者の取り扱いに，もっとも明瞭に表れている。すでにみたように，青木氏は ，

モデルのなかで，経営者を「株主集団と従業員たちのあいだの調停者」「協調

ゲームの『レフェリー』」，あるいは「企業内均衡過程の単なる人格化として ，

いわばワルラスのセリ人のようなもの」（〃五 ，ｐ．６２ ：同上訳，１１６ぺ一ジ）と概念

化している。このような経営者の概念化は，青木氏の企業組織モデルが内部均

衡型のモデルであることと裏腹の関係にある 。

　しかし，青木氏の企業組織モデルが，対外均衡の側面にまっ たく視野をもっ

ていないかといえば，必ずしもそうではない。氏のモデルは，経営者の機能と

して，組織準地代の分配決定という純粋に内部均衡の側面と同時に，対外均衡

の側面にかかわる経営政策決定を視野に入れている。この点について，青木氏
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はつぎのようにのべる 。

　「このモデルにおける経営者は非個性的ではあるけれども，彼の役割は受動

的でもなければ，単純でもない。反対に彼は，価格，雇用，成長目標，財務等

の経営政策を定式化することにおいて，単なる株主の工一ジェント（代理人）

としての新古典派的対応物や，それ自身の効用関数を最大化する『経営主義

者』的対応物よりも ，より複雑な任務を遂行しなければならないのである
。」

（〃五，ｐ．６２ ：同上訳，１１６～１１７ぺ一ジ
。）

　しかし，問題は，そのような対外的な経営政策の決定が，あくまでも内部的

な分配決定，つまり氏の「組織均衡」達成のフレームワークによっ て規定され

たものとして位置づけられていることである 。

　この点は，青木氏のつぎのような説明が示しているとおりである 。

　「組織均衡の達成は市場条件と企業に特有の資源の存在量のもとで，現在か

ら将来にわた っての内的分配に利用可能な組織準地代の時問的流れを形づくる

経営政策の定式化と ，形成された組織準地代の分配とが，結合して決定されな

ければならないということを要求する 。」（〃”，ｐ．６２－６３ ：同上訳，１１７ぺ一ジ
。）

　「生産需要関数（１）と成長費用関数（２）とによっ て要約された市場的 ・技術的条

件のいかなる変化（およびそれにたいする経営の期待）も交渉可能性フロンテ

ィアの形状を変化させるから，それに対応する組織均衡の位置づけは，経営政

策と内的分配の同時的調整をともなわねばならないであろう 。　般的にいっ て，

この二つの調整は相関づけられる必要がある。しかし，この任務は，やや複雑

なように見える 。」（〃泓，ｐ．７４ ：同上訳，１３５ぺ一ジ
。）

　青木氏はこのようにのべたあと ，ｒ組織均衡の解法を経営決定と分配決定と

に二分化することによっ て単純化する，なんらかの方法がありえようか」と問

い，一方では経営政策を分配決定に先立って行う「パイ最大化ルール」ないし

「共同剰余最大化ルール」，他方では経営政策に先立って分配決定をおこなう

「新古典派的な剰余最大化ルール」がいずれも内部的な非効率を導くとした上

で， 「比重づけルール」といわれる第三のルールを対置する。この「比重づけ

ルール」とは，つぎのようなものである 。
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　「このルールは，組織準地代にたいする企業参加の相対的配分を生産市場の

条件とは独立に決定し，変化する環境状態にたいしては，各々の企業構成要素

にとっ てもっとものぞましい経営政策をそれぞれの分配シェアをウェイトにも

ちいて平均化することによっ て， 組織としての経営政策を適応させてゆくとい

うものである 。」（〃〃，ｐ ．７４－７５ ：同上訳，１３６ぺ一ジ 。）

　こうして，青木氏のモデルは，組織準地代の分配決定という純粋に内部均衡

の側面と同時に，対外均衡の側面にかかわる経営政策決定を視野に入れている 。

しかし，「比重づけルール」に端的に示されているように，そのような対外的

な経営政策の決定を，あくまでも内部的な分配決定，つまり氏の「組織均衡」

達成のフレームワークによっ て規定されされるものとして位置づけているとこ

ろに，青木氏のモデルの特徴がある 。

　このようにみると ，青木氏のモデルは，結局やはり ，企業組織内での参加者

の間のパワー・ ゲームと内的効率性，つまり内部均衡の側面をもっ ぱらモデル

化したものであるということになる 。

　ところで，この点を，実は，青木氏が自ら自覚しなかったわけではない。氏

は同上書の最後に，同書の限界に触れて，つぎのようにのべている 。

　「企業にかんする本書のあつかいにおいては，経営陣のさまさまな可能な役

割のうち，特殊な，ただ一つの側面のみが強調されてきた。それは，株主集団

と従業員集団のあいだの，統合的 ・利害裁定的な役割である 。……（中略）。

　しかしながらそれには，もう一つの重要な側面がある。この書物全体をつう

じて，市場の拡大と新しい生産物の形成にかんしては，それが現在の株主にキ

ャピタル ・ケインという形式で，また現役従業員にとっ ては増大する生涯稼得

の形式で便益が帰属するかぎりにおいて，経営者は関心をもつということが仮

定されてきた。しかし企業は，その生産物が長期にわた って消費者によっ て受

けいれられてのみ，長期的に存続可能である。もし企業の拡張または新しい核

心的な生産物の導入によっ て正常とはいえない収入が実現されたときに，企業

はそこからの利益のすべてを株主と従業員のあいだに分配してしまうとは，か

ならずしもいえない。それは，現存する株主と現役従業員の直接的利益をこえ
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て収入の重要な部分を留保し，それを新生産物を開発し発展させるという目的

をもっ て再投資することがままある 。」（〃〃，ｐ．１９５－１９６ ：同上訳，３３９～３４０ぺ 一

ジ。）

　注釈するまでもなく ，ここには，企業が長期にわた って存続していこうとす

れば，企業をとりまく環境との関係で果たしていかなければならない対外均衡

の過程が，氏のモデルでは含まれていないもう一つの企業組織の側面としての

べられている。いうまでもなく ，ここでは，経営者は内部的な単なる利害裁定

的な役割を超えて，対外的にｒシュンペーター的な企業家の役割」（〃〃，ｐ

１９６ ：同上訳，３４０ぺ一ジ）を果たすものとみなされなければならないことになる 。

　こうして，青木氏は，自身の企業組織モデルが本来の「組織均衡」の一つの

側面である内部均衡の側面をモデル化したものであることを自覚している 。

　青木氏は，上のような氏自身のモデルの制約とそれを修正する課題について

のべたあと，「そのような見地からの近代経営の役割の充分な分析は，本書の

あつかいがゆるす以上に複雑であろう 。したがってそれは，将来の研究の重要

な課題の一つとしておかなければならないのである」（〃〃，ｐ．１９６ ：同上訳，３４０

ぺ一ジ）とのべている 。

　しかし，企業組織における本来の「組織均衡」のフレームワークを念頭にお

くとすれば，この側面は，当初から視野におかなければならなかったものであ

る。

　それでは，当初から対外均衡の側面を視野においた場合，企業組織モデルは

どのようなものとして描かれることになるのか。この点については，改めてみ

る。

（２）協調ゲーム ・モデルが拓く「内部均衡」モデルとしての新次元とその性

　　格

◎　「内部均衡」モデルとしての新次元

　こうして，青木氏の企業組織モデル，協調ゲーム ・モデルは，ひとことでい

えば企業組織における内部均衡の側面をモデル化したものであったが，この青
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木氏のモデルは，組織の内部均衡モデルとしては，これまでの「組織均衡」理

論のフレームワークに新しい次元を付け加えることになっ た。 この点は，積極

的に評価しておかなければならない 。

　先にみたように，近代組織理論にける「組織均衡」理論は，バーナード以来 ，

その内部均衡のフレームワークを考える際，基本的に，組織へのそれぞれの参

加者がどのような誘因と引き換えに組織への貢献を提供しようとするのか，と

いうように問題を立ててきた。したがって，そこでは，内部均衡の問題という

のは，基本的に組織へのそれぞれの参加者（集団）と固有の目的をもつ組織と

の間の，貢献と誘因のバランス（比較考量）という図式で設定されてきた 。

　その際，対象として中心的に念頭におかれたのは，従業員であ った。たとえ

ば， マーチ＝サイモンは，組織参加の意思決定についての一般モデルの構築を

図っ た際，種々の組織参加者のうちで従業員を対象としてまずモデルをつくり ，

それをその他の参加者，たとえは株王，ティーラー 部品供給業者，消費者な

どの集団にも ，それぞれの事情に応じて修正しつつ拡大適用しするという手順

を考えた（Ｍ。。。ｈ．ｎｄ８舳。仏。ク。〃 ，Ｃｈ．ｐ４）。 ここに，近代組織理論において

内部均衡を考えるフレームワークが端的に示されている 。

　このような近代組織理論の内部的均衡モデルと対比すると ，青木氏の協調ゲ

ーム ・モデルは内部均衡モデルとして，独自のレベルを拓いていることが理解

されるであろう 。

　青木氏のモデルは，繰り返し確認したように，企業組織をはじめから株主と

従業員という利害 ・立場を異にする参加者集団から成る一つの連合体とみなし ，

その内部で生みだされる余剰，つまり組織準地代の分配をめぐる協調ゲームの

解として描かれた。すなわち，ここでは，企業組織への参加者集団のそれぞれ

についての参加の条件が，それぞれ別々の貢献と誘因のバランスの問題として

ではなく ，より現実的に，それらの集団の問の誘因の合理的な分配，およびそ

のルールの問題として扱われているのである 。

　もとより ，それぞれの参加者集団にとっ ての貢献と誘因のバランスの帰趨は ，

現実的には利害を異にする集団同士が一定の誘因の資源をとのように分配する
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かというプロセスを抜きにしては，現実的には語りえない性格をもっ ている 。

その意味では，青木氏のモデルは，組織における内部均衡の問題に新たな次元

を導入したといえる 。

　　　一つの「規範的」モデルとしての協調ゲーム ・モデル

　以上のような理論的貝献を則提として，さらに一つ，言及しておかなけれは

ならない点がある。それは，青木氏のモデルをどのような理論的性格をもっ た

ものとして評価しておくかということである。つまり ，それを，現実を客観的

にモデル化した，いわゆる「叙述的」モデルとして評価するのか，あるいは ，

現実の分析をふまえつつ，それへの批判を込めた一つの「規範的」モデル（つ

まり「あるべき姿」を示すモデル）として評価するか，という点である 。

　この点について，青木氏自身は，つぎのように位置づけている 。

　「第皿部（幌代の企業』第皿部〔引用者〕）において構成されるモデル（協調ゲ

ーム ・モデル／引用者〕）は，企業がその構成母体のあいだのパワー・ バランス

と内的な効率性を仮定して，企業の内的分配と外的市場にたいする行動を説明

し， 予測することを目的とした『叙述的』理論を提供する。しかしながら，企

業によっ ておこなわれる現実の決定は，次のような理由によっ て内定な効率性

と近似しないことがあるかもしれない。たとえは現実の交渉状況が膚報の遮断

のために，企業のメンバーに透明でないということがあるかもしれない。ある

いは企業の決定が，企業のある特定のメンバーの代理人によっ て， 他のメンバ

ーの犠牲において一方的に決定されるということがあるかもしれない。しかし

われわれのモデルは…… 効率性とある特定の公正性の原則に上に構成された一

種の丁規範的』な理論装置としての意味をももつ，とも解釈されうるのであ

る。」（〃３Ｃｏ－ｏク舳肋３ Ｇｏ榊〃３０びげ伽ハ舳，ｐ８則掲訳，１２ぺ一ジ
。）

　このように理解した上で，さらに第ｍ部では，さきに紹介したように，従業

員の地位のあり方によっ て区別される，企業の意思決定メカニズムの三つのモ

デルを析出し，協調ゲーム ・モデルを一つのｒ規範的」参考枠としながら，三

つの意思決定モデルの制度的な効率性を検討する。いいかえれば，規範的モデ
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ルとしての協調ゲーム ・モデルの実現にとっ て制度的に効率的なモデルを検討

する。この結呆，もっとも効率的とみられるモデルとして浮上したのがコーポ

ラティフな経営主義モテルであ ったわけである 。

　青木氏のモデルの評価については，以上の点を正確に理解しておくことが必

要である。青木氏のモデルを現実の企業のあり様を反映する「叙述的」モデル

として理解すれば，むしろ利害衝突による「内部不均衡」の局面こそが常態で

あるようにみえる企業の現実をあまりにも「均衡」論的に美化しているとの誹

りを受けることを免れないであろう 。また，そのような評価で，青木氏のモデ

ルを一蹴することは容易である 。

　しかし，青木氏のモデルの「規範的」モデルとしての側面に着目するならば，

現実の企業に常態として存在する利害対立による内部的な不均衡を均衡化に導

くために，どのような条件やメカニズムが必要とされるかを「組織均衡」のフ

レームワークのなかで問うた点は，評価されなければならない。伝統的な経済

学の理解とは異なっ て， 出資者としての株主集団だけではなしに，労働力を提

供する従業員集団をも企業内の対等の構成員として則提すると同時に，それら

の間の対立する利害を調整し，均衡化を図るためにどのような条件やメカニズ

ムが必要かを問うことは，企業という組織の存続にとっ ても ，また現代社会の

存立にとっ ても ，きわめて現実的な課題であるからである 。

　本来，「均衡」モデルとはそのような性格をもつものであるから，当然のこ

とであるかも知れないが，こうして，青木氏のモデルは，むしろ現実の企業の

あり様にたいする「規範的」モデルとして，その意義を評価される必要がある 。

　　７）　この点については，占部都美『近代管理学の展開』１９６６年，有斐閣，第６章お

　　　よぴ第１１章加護野忠男『経営組織の環境適応』１９８０年，白桃書房，４０～４３ぺ一

　　　ジ，を参照 。

（５３９）



３８ 立命館経済学（第４１巻 ・第５号）

皿． 「組織均衡」型企業組織モデルの具体化

　青木氏の協調ゲーム ・モデルは，以上みたように，企業組織の内部均衡モデ

ルとして，これまでの近代組織理論の内部均衡モデルの論理レベルを超える ，

新しい次元を拓いたといえる。しかし，前段でのべたように，近代組織理論に

おける本来の「組織均衡」のフレームワークを念頭におけば，青木氏の協調ゲ

ーム ・モデルは，青木氏自身も自覚していたことではあるが，対外均衡の側面

を欠く ，企業組織の内部均衡モデルであ った。したがって，この点は，具体的

に超えられるべき課題として残されている

　それでは，対外均衡の側面を積極的に視野においた場合，企業組織モデルは

どのようなものとして描かれることになるのか。つぎに，この問題について考

えてみる 。

　１　協調ゲーム ・モテルにおける経営主義理論の取り扱い

　この課題に取り組む際の基本的視点は，まず，青木氏が，新古典派経済学の

企業理論と並べて批判の対象とした経営主義的企業理論の取り扱いにかか って

いる 。

　すでにみたように，組織における対外均衡の過程とは，組織が変化する環境

との適応関係のなかで組織としての目的を実現する過程であり ，より具体的に

いえば，組織の対外的な戦略行動とその実現の過程である 。

　ところで，２０世紀の巨大化した株式会社においてこの戦略行動の意思決定の

担い手として浮上してきたのは，制度的には株主の意思の代理人としての経営

者であ った。この事実の認識を最初に世に提示した，周知のバーリとミーンズ

（Ｂ・・１・，Ａ　Ａ　Ｊ。。ｎｄＭ。。ｎ。，Ｇ　Ｃ）の論理は，巨大株式会社の形成にともなう株

式の分散化がいわゆる「所有と経営の分離」をすすめるというものであったが

（丁加〃ｏ６舳Ｃｏゆ舳〃ｏ“〃６Ｐ伽倣〃ｏ火伽１９３２ ：北島忠男訳『近代株式会社と
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私有財産』１９５８年，文雅堂銀行研究社），さらに実質的に経営者の支配力を決定づ

けたのは，株式会社の巨大化にともなっ て必要となる経営管理機能の局度化と

それをになう専門的能力の必要であ った（Ｇｏ・ｄｏｎ，Ｒ　Ａ，肋舳舳〃〃伽妙閉

伽〃概Ｃｏゆｏ肋６ｏ〃
，１９４５ ：平井泰太郎 ・森昭夫訳『ビジネス ・リーダーシ ップ』

１９５４年，東洋経済新報社，を参照）。 いずれにしても今日 ，この経営者が現代企業

を代表する巨大株式会社において，企業の戦略的意思決定の担い手として機能

していることは，周知の事実である 。

　このような事実を背景として，とくに１９５０～６０年代に，伝統的な新古典派経

済学の企業理論の抽象性に対する批判として登場したのが，経営主義理論であ

った。この経営主義理論においては，一般に，「経営者の効用は静的な場合に

は企業のサイズに，また動的な場合にはその成長力に関連すると想定され，経

営者は株主によっ て課せられるある種の制約条件のもとで，この効用関数の最

大化を試みる」と仮定されている（珊・Ｃ・一・ク舳伽・Ｇ舳・ Ｔん・・びげ伽〃閉，

ｐ． ３５ ：前掲訳，６８ぺ 一ジ）。

　ところで，現代企業における対外的な戦略的意思決定の担い手としての経営

者の行動に焦点を当てた経営主義理論について，青木氏はどのような取り扱い

をしているであろうか 。

　先にもかんたんに紹介したが，青木氏が既存の企業理論，つまり新古典派経

済学の企業理論，経営主義理論，さらに労働者管理企業の理論のそれぞれに対

して行う評価の要点は，それらの理論では，企業はそれぞれ株主集団，経営者 ，

従業員（労働者）といっ た特定の企業メンバー・ グループの単独の利益のため

に経営されるとみなされ，したがって，その分析の関心は，それらの支配的グ

ループの効用の最大化に集中され，他の構成グルー プの利害は単に与件として

取り扱われるにとどまっ ている，という点にある。したがって，経営主義理論

についていえば，それは，「企業家による効用最大化という新古典派仮説を ，

経営者による効用最大化仮説によっ て置きかえたにすぎなかった」のであり ，

その結果として，「彼らは（経営主義理論の理論家たち〔引用者〕）は経営主義理論

の基本的な則提，すなわち経営者は企業のさまさまな構成母体のあいだで裁定
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者として行動する，という基本的な則提から逸脱する」ことになり ，さらに

「経営者は会社の政策決定基準を彼自身の目的に従わせている，とみなすよう

になっ た」という（以上，〃泌，ｐ．３５ ：同上訳，６８ぺ 一ジ）。

　それでは，このような，支配的グループの効用最大化を基本的モチーフとす

るこれまでの企業理論に対置された青木氏の協調ゲーム ・モデルでは，経営主

義理論は，具体的にどのように位置づけられたであろうか 。

　青木氏の協調ケーム ・モテルは，これまでの各種の企業理論を批判しつつ ，

同時にそれらを特殊なケースとして含む，より　般的な企業理論として構想さ

れている。その際，具体的に念頭にあるのは，一方での新古典派経済学の企業

理論と，他方での労働者管理企業の理論である。すなわち，新古典派経済学の

企業モデルは，協調ゲーム ・モデルでは従業員の内部交渉力がゼロ場合に対応

し， 他方，労働者管理企業の企業モデルは，逆に株主の内部交渉力がゼロの場

合に対応すると想定されている 。

　こうして，協調ゲーム ・モデルは，これまでの企業理論に共通する支配的グ

ループの効用最大化原理の一面性を批判しつつ，それらを特殊なケースとして

含む，より一般的な企業理論をめざしている。しかし，その際，既存の企業理

論の一つ，経営主義理論については，その効用最大化の側面が退化させられ ，

もっ ぱら，経営者が企業構成グループの問の利害裁定者として機能するという

側面のみがモテル化されることになっ ている。つまり ，経営主義理論にける効

用最大化主体である経営者については，協調ゲームそのものの参加者としては

位置づけられていないわけである。そして，これが，青木氏の協調ゲーム ・モ

デルそのものの理論的制約，つまりそれが対外均衡の側面を欠き ，内部均衡モ

デルにとどまっ たという制約からきたものであることは，容易に理解されると

ころである 。

２　経営者の二重の機能と企業組織モテル　　協調ゲーム ・モテルの修正 ・

　展開

（１）「成長費用のシェアリング」と「内外均衡同時実現」型モデル

　　　　　　　　　　　　　　　（５４２）
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　以上のことを念頭において，以下では，筆者なりに具体的に対外均衡の側面

を積極的に視野においた企業組織モデルを考えてみる。その場合，モデル構築

の基本的なフレームワークとして，さしあたり ，これまでみてきた青木氏の協

調ゲーム ・モデルのフレームワークは，そのまま継承するものとする。つまり ，

協調ゲーム ・モデルのフレームワークを前提として，対外均衡の側面を考慮し

た企業組織モデルを構想しようとした場合，それにはどのような理論的なモデ

ィフィケーシ ョンが必要となるのかということである 。

　以上のことを念頭におくとき，対外均衡の側面を積極的に視野においた企業

組織モデルを構想しようとする場合の要点が，おのずから浮かんでくる。それ

は， ひとことでいえば，経営者を内部均衡のための裁定者としてと同時に，対

外均衡の局面においては戦略的意思決定者として積極的に登場にさせ，後者の

機能については，みずからも協調ゲームの参加者として登場するようなモデル

を考えることである 。

　実際に現代の企業の経営者が，こうした，内部均衡のための裁定者と ，対外

均衡のための戦略的意思決定者という ，二重の機能を果たしていることは，周

知のとおりである。しかし，問題は，このような二重の機能を果たしている経

営者という存在を，青木氏の協調ケーム ・モテルのフレームワークを削提しな

がら，どのようにモデル化できるかということである。さらにいえば，対外均

衡のための戦略的意思決定者としての経営者を青木氏のいう協調ゲームにどの

ような論理で参加させるかということになる 。

　この点を考える上で，一つのヒントを提供してくれるのは，青木氏自身の経

営王義理論批判のなかに登場してくる，組織準地代シェアリンクにおける「成

長費用のシェアリンク（。ｈ。。ｍｇ　ｏｆ　ｇ。。ｗｔｈ ．ｏ．ｔ）」という問題指摘である 。

　青木氏は，経営主義理論における経営者の効用最大化仮説，つまり成長最大

化仮説に批判的な検討を加える一つの論点として，経営主義理論の代表論者 ，

マリス（Ｍａｍｓ，Ｒ）が主著，〃６亙６０〃ｏ伽６ 丁加ｏびげ ‘〃伽ｏｇ舳ｏＺ’Ｃゆ〃ム

ゴ舳，１９６４（大川勉ほか訳『経営者資本主義の経済理論』１９７１年，東洋経済新報社）で

提示している，「会社成長にたいする経営者の選好は，ヒエラルキカルに組織

　　　　　　　　　　　　　　　　（５４３）
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化された俸給管理者の個人的金銭動機を統合化する」（Ｍ．ｎｉ。，。声。狙，Ｃｈ．ｐ．２ ：

則掲訳，第２章）という主張を取り上げている。つまり ，マリスは，ｒ企業の成

長は単にその主要な執行役員のみでなく ，管理者層の内部組織のメンバー全体

によって一致して支持される集合的目標となる。というのは彼らの俸給は，も

し企業の成長率が加速化すれば，それにつれて増大することが期待さるからで

ある」と論じているが，果たしてそうか，というのが青木氏の論点である

（〃６Ｃｏ－ｏク舳伽３Ｇ舳３ 丁加ｏびげ伽〃舳，ｐ
．４１ ：前掲訳，７９ぺ 一ジ）。

　青木氏は，経営主義理論では，「内部的な俸給体系が不変にとどまるかぎり ，

適当な利子率で割引かれた将来の俸給の期待総額は，もしその管理者が昇進の

よりよい機会をもつならば，増大する」のであり ，これが企業の成長が単に経

営者陣だけではなく ，所得志向的な管理者層にも支持される根拠と考えられて

いるが，管理者層の「不変の俸給体系は，企業の成長する速度と関係なしに維

持されうるものであろうか」と問う（〃〃，ｐ ．４１ ：同上訳，８０～８１ぺ 一ジ）。 そし

て， つぎのようにいう 。

　「企業の成長は普通，その拡張にたいする外的，内的制約に打克つためによ

り高い支出を必要とする。成長のための費用の増加は，やがて株主に帰属する

成長の便益を減少させるということはマリスによっ てみとめられている。しか

し， 成長費用の増加によっ て減少させられるのは，単に株価のみにかぎらない

かもしれない。」（〃泓，ｐ．４１ ：同上訳，８１ぺ一ジ
。）

　さらに，青木氏はいう 。

　「私はここでさらに，準地代シェアリングは，同じコインの裏側として成長

費用 コストのシェアリングをも含む，ということを主張したい。より高い成長

目標は，広告，人材のトレーニングあるいは資本コストといっ たさまざまな点

でのより大きな支出を必要とするであろう 。企業の限界資源にたいする緊張を

意味するより多くの支出は，株主と管理者のあいだで分配可能な成長費用控除

後の組織準地代を，減少させるにちがいない。それゆえに，もし組織準地代の

シェアにたいする菅理者の相対的な交渉力が一定にとどまるならば，より高い

成長率は，一定数の管理者を今日支持する俸給基金の減少をともなうであろう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５４４）
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したがって，平均的な俸給の水準も減少するであろう 。」（１６〃，ｐ４２同上訳 ，

８１～８２ぺ一ジ 。）

　青木氏は以上のように，ｒ成長費用のシェアリング」という要因を，経営主

義理論のいうように，企業の成長は，所得志向性の強い管理者層の支持を必ず

しも得ることにはならないという主張の根拠づけのために使っている 。

　しかし，この論理を逆にみると ，経営者が対外均衡のための戦略的意思決定

者として，具体的にいえば，経営主義理論がいうように企業の成長戦略の担い

手として積極的に機能しようとすれば，組織準地代からの「成長費用のシェア

リンク」が不可欠であるということを意味している。つまり ，成長戦略をすす

めるためには，組織準地代のうちから，新しい製品，新しい市場を開発するた

めに必要な再投資用の内部留保が必要なわけである。そして，確かに青木氏の

著書では，新しい製品，新しい市場を開発する，成長戦略の担い手としての ，

つまり「シュンペーター的な企業家」としての経営者の側面は積極的に考慮さ

れていないが，経営者の役割のそのような側面を考慮した企業組織モデルが必

要なことは，青木氏自身，著書の最後で自覚していたところである 。

　いうまでもなく ，この点を考慮すれば，経営者のもう一つの，内部均衡のた

めの利害裁定者としての役割は，一段と複雑なものとならざるをえない。すな

わち，自らの責任で遂行する成長戦略のための費用のシェアリングと内部均衡

実現に必要な組織準地代（分配原資）の確保，および株主集団と従業員集団の

問における残余組織準地代の均衡的な分配の実現という ，いわば二重の過程を

遂行することが必要となるからである 。

　ここでは，このように，経営者が二重の過程，つまり対外均衡と内部均衡を

同時に遂行するような企業組織モデルを，とりあえず，「内外均衡同時実現」

型モデルと呼んでおくことにする 。

　このような「内外均衡同時実現」型モデルは，青木氏の協調ゲーム ・モデル

（コーポラティブな経営主義モデル）や経営主義理論の企業モデルと対立的なもの

ではなく ，それらのモデルを特殊なケースとして含む，より一般的な企業組織

モデルである 。
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　「内外均衡同時実現」型モデルにとっ ては，青木氏の協調ゲーム ・モデルと

いうのは，「成長費用のシェアリング」の決定が内部均衡実現に必要な分配原

資の確保に対して従属的に行われるケースである。これに対して，経営主義理

論の企業モデルは，「成長費用のシェアリング」が内部均衡実現に必要な分配

原資の確保に優先して決定されるケースとして位置づけることができる 。

　（２）「成長費用のシェアリング」の規定要因と日 ・米企業モデル　　アメリ

　　カ企業モデルとしての協調ゲーム ・モデル

　以上のように，青木氏の協調ゲーム ・モテルと経営主義理論の企業モデルは ，

「内外均衡同時実現」型モデルの二つの特殊なケースとして位置づけられる 。

　ここでは，さらにこれらの二つの特殊ケースを規定しているものはなにかに

ついて，もう少し具体的にみる。このために，ここでさらに「成長費用のシェ

アリング」を規定する要因について検討してみる。結論的にいえば，このなか

で， 青木氏の企業モデルの特性が氏自身の念頭にあるものとは全く反対のもの

として浮かび上がってくることになる 。

　さて，「成長費用のシェアリング」の直接の意思決定は，いうまでもなく ，

経営者の担うところである。したがって，それは，経営者の戦略行動の特質に

よっ て大きく作用されることになる 。

　ところで，経営者の戦略行動の特質という場合，とくに近年の日 ・米企業の

経営行動の比較のなかで浮かび上がってきたのは，「長期志向」か「短期志向」

かという経営行動の時間的なスタンスの視点からのアプローチである。つまり ，

経営者の戦略行動のあり方にも ，一方には，日本企業の場合に多くみられるよ

うに，主として企業の「成長性」に重点をおき，したがって相対的に「長期」

の観点から経営行動を行う場合がある。しかし他方では，アメリカ企業に多く

みられるように，主として「収益性」に重点をおき，したがって相対的に「短

期」の観点から，具体的には毎年度毎，もっと極端には四半期毎の収益率を念
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
頭において経営行動を行う場合とがあるということである 。

　いま，このような経営者の戦略行動の特質を念頭において「成長費用のシェ

　　　　　　　　　　　　　　　　（５４６）
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アリング」がどのように決定されるかを考えてみると ，経営者が企業の成長性

に重点をおき ，長期志向の行動をとる場合には，成長戦略の積極的な遂行のた

めに，そのための原資の確保がまず優先されることになる。したがって，この

場合には，「成長費用のシェアリング」が独立的な要因として，優先的に決定

される傾向が強くなる。つまり ，この場合には，経営主義理論の企業モデルの

世界が展開することになるわけである 。

　他方，経営者が収益性の側面に重点をおき ，短期志向の行動をとる場合には ，

その背景として，とくに株主集団への利益分配に対する優先的な配慮が作用し

ている。したがって，この場合には，「成長費用のシェアリング」は，利害者

集団，とくに株主集団への分配原資としての組織準地代の確保に従属する傾向

が強くなる。つまり ，この場合には，青木氏の協調ゲーム ・モデルに近い世界

が展開することになるわけである 。

　こうして，「成長費用のシェアリング」決定のあり方は，経営者の戦略行動

がどのような特質をもつかによっ て大きく左右されると考えられる 。

　ところで，先に示唆したように，成長性 ・長期志向の経営行動は日本企業に

顕著にみられるものであり ，他方，収益性 ・短期志向の経営行動はアメリカ企

業に顕著にみられるものである。このことを念頭において，上の二つの「成長

費用のシェアリング」の決定パターンと日 ・米企業モデルと対照させれば，す

でにあきらかなように，前者，つまり成長性 ・長期志向の経営行動にもとづく

「成長費用のシェアリンク」の優先的決定パターンは日本企業に対応する 。こ

れに対して，後者，つまり収益性 ・短期志向の経営行動にもとづく「成長費用

のシェアリング」の従属的決定パターンはアメリカ企業に対応することになる

わけである 。

　このような理解を則提とすると，これまで「内外均衡同時実現」型モテルの

特殊な二つのケースとして位置づけてきた経営主義理論の企業モデルと青木氏

の協調ゲーム ・モデルの現実との照応関係もおのずから浮かびあがってくるこ

とになる。結論的にいえは，経営主義理論の企業モデルが日本企業の現実に近

いものを表現しているのに対して，青木氏の協調ゲーム ・モデルは，むしろ ，
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アメリカ企業の現実に近いものを表現しているということである 。

　これは，青木氏自身の立場からすれば，全く意外な結果である。すでにみた

ように，青木氏は自身の協調ゲーム ・モデルのもっとも典型的に当てはまる現

実として，日本企業の現実を念頭においていた。しかし，それは，青木氏自身

が則提としていたように，協調ゲーム ・モテルを内部均衡モデルとして限定し

ている限りにおいてのことであ った。これに対して，ここでみてきたように ，

「内外均衡同時実現」型モデルを則提して，改めて青木氏の協調ケーム ・モデ

ルをその一つの特殊ケースとして位置づけてみると，それは，多分青木氏の意

図に大きく反して，むしろ，経営主義理論の企業モデルとの対比で，アメリカ

企業の現実に近いものを表現するものとなっ ているのである 。

　（３）日本企業における「成長費用のシェアリング」の優先的決定と内部均衡

　上にのべたように，日本企業では，実際に経営者が成長性志向 ・長期志向の

行動をとり ，「成長費用のシェアリング」の決定を優先させる傾向が強くみら

れる。ここで，この点をもう少し具体的にみておく 。

　この点は，日本企業のいわゆる安定配当政策に端的に現れている。周知のよ

うに，日本企業においては一般に，配当性向（企業利益のうち株主に配当する割

合）を低く押さえるとともに，配当を額面に対して一定額に保持する，安定配
　　　　　　　　　　９）
当政策がとられている 。

　図１は，この２０年間の日本企業の利益分配の推移を示したものである。ここ

には，安定配当政策の結果，日本企業では，企業利益の大幅な増加が，結局 ，

内部留保として企業内の蓄積されてきたこと ，つまり「成長費用のシェアリン

グ」が優先的に実現されてきたことが端的に示されている（なお，ここでは，配

当とならんで経営者の個人所得となる役員賞与も ，配当とならんで，大きな変動を示し

ていないことが注目される）。

　この結果，日本企業においては，必然的に，企業利益が高まる好況期に配当

性向が低下する傾向が生ずることになっ た。 また，株価の上昇にともなっ て，

配当利回りが低下することになっ た。 この間の状況でみると，平均配当性向

　　　　　　　　　　　　　　　　（５４８）
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　　　　　図１　日本企業の利益分配の推移
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（出所）経済企画庁編『平成２年度　経済白書ｊ１９９０年，２８９ぺ一ジ図３ ・２ ・３ 。

（全上場企業の税引後当期利益に対する配当額の比率）は，１９８６年度の３４ ．８％から８８

年度には２８．１％へ７％近く低下しており ，また配当利回り（加重平均値）は ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）１９８５年の１ ．０５％から８９年にはＯ．４６％へ大きく低下している 。

　ところで，このような経営者の戦略行動の特質を規定しているのは，さらに

どのような要因であろうか 。

　この点で，近年の日米企業経営の比較研究が到達している一つの結論は，こ

のような経営者の行動の特質の違いの基礎には，さらに日米両国企業をめくる

株式所有関係および雇用関係の特質が作用しているというものである。とくに ，

日本企業の経営者にみられる成長性志向 ・長期志向の行動特質は，日本の株式

所有関係および雇用関係における取引の「長期」的性格と一体性をもっ ている
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　　　　　１１）
と理解される 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
　日本の株式所有関係の特徴をみてみると ，第一に法人が発行済株式の約７割

（１９９０年度で７２．１％）を所有しており ，これに対して，個人の所有比率は４分の

１を割 っている（９０年度で２３．１）ということである。さらに第二に，約７割を

占める法人株主は，株式に対する配当やキャピタル ・ゲインのみを所有の目的

とするのではなく ，株式相互持ち合い関係にもっとも端的に現れているように ，

比較的に長期的 ・安定的な所有関係をつうじて，経営を承認 ・監視し合い，ま

た取引先としての緊密な関係を保持するという ，相互に安定株主としての役割

を果たしていることである 。

　この点は，アメリカの場合に，年金基金，ミューチ ュアル ・ファンド，生命

保険などといっ た機関投資家がもっ ぱら配当やキャピタル ・ゲインを株式所有

の目的とし，したがって収益性志向 ・短期志向的に行動するのとは，対照的で

ある 。

　日本では，このように支配的な株主としての法人株主が比較的に長期的 ・安

定的な株式所有関係をつうじて，相互に安定株主として機能し合う関係が形成

されている。このことがもたらす効果の一つは，これにより ，経営者の自立性

を相互に保障しあう関係が形成されていることである。このことが，必然的に

経営の意思決定における経営者の裁量を大きくすることにつながっていること

はいうまでもない 。

　ところで，経営者の自立性と裁量権が高まることによっ て強まる経営者の戦

略行動の傾向はなにか。結論的にいえは，それは，経営主義理論があきらかに

したものであり ，経営者にとっ ての効用の最大化，具体的には，企業成長率の

最大化への志向である。そして，このような志向が，「成長費用のシェアリン

グ」の優先的決定を導くことは，おのずからあきらかであろう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
　さらに日本の雇用関係についてみると，この点を特徴づけるものとして，一

般に，長期雇用（終身雇用）と内部昇進の慣行，年功的賃金制度，そして企業

別組合の存在があげられる 。

　今日到達している雇用関係をめぐる国際比較研究の水準からすれば，これら

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５０）
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の特徴が欧米での比較で絶対的なものではなく ，相対的なものであることに十

分留意することが必要であろう 。たとえば，アメリカでも優良企業といわれる

ものを中心に，日本でいわれる長期雇用と内部昇進の慣行の存在が知られてい

る。 また，日本でも ，このような慣行の存在が必ずしもすべての企業を覆って

いるものではなく ，相対的に大規模な企業においてより濃厚にみられるもので

あることも留意しておく必要がある 。

　しかし，諸外国と対比したとき，全体として，このような従業員集団と企業

との長期的な関係を特徴とする雇用慣行や制度が日本の雇用関係を特徴づけて

いることは，　般的に認められるところであろう 。

　ところで，雇用関係においてこのような長期的な関係が存在し，いわゆる内

部労働市場が濃厚に形成されていることは経営者の行動にどのような効果をも

たらすであろうか 。

　ここで注目しなければならないのは，長期雇用（終身雇用）と内部昇進の慣

行， 年功的賃金制度といっ た， 雇用の長期的な関係を支える要素が，企業別組

合の存在とも結合して，全体として従業員集団のなかで企業成長への志向性を

つくり出すという点である。つまり ，企業成長は，長期雇用を前提とする従業

員にとっ て， まず第１に将来の昇進機会の拡大につながると期待される。さら

に， 年功的賃金制度のもとでは，売上高に占める人件費比率を一定とした場合 ，

企業成長による自分より若い従業員層の拡大は，その従業員の賃金のより大き

な上昇をもたらすと期待されうるからである 。

　このような従業員集団のなかでの企業成長志向の高まりが，さらに，上にみ

たような経営者自身の内在的な企業成長率最大化への志向と結合して，「成長

費用のシェアリンク」の優先的決定を支持する方向に作用することになっ たわ

けである 。

　（４）日本企業における成長性 ・長期志向の経営行動と協調ケーム ・モテル

　日本企業の経営者が成長性 ・長期志向の行動様式をとることは，近年の日 ・

米企業の経営行動の比較研究のなかで，現実の日本企業の基本的な特徴として

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５１）
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広く共通の理解になりつつある。その背景は，以上のようである 。

　このことを念頭に浮かべるとき，青木氏の協調ゲーム ・モデルにとっ ては ，

それが日本企業モデルともっとも親和性の高いものとして構築されているだけ

に， この点をどのように表現するのかは，気になる点の１つであ った。それは ，

実は，内部均衡モデルとしての協調ゲーム ・モデルの一つの問題点であ った 。

そして，もしこの点が積極的に取り入れられなければ，協調ゲーム ・モデルは ，

日本企業よりも ，むしろアメリカ企業の現実に近いものを表現するものとなる

ことは，すでにみたとおりである 。

　青木氏自身は，この点を，先にＩの２で紹介した，日本企業における「経営

者の三つの補足し合う役割」の第三の点，ｒ３．経営戦略の裁定的意思決定者 ：

経営者は『比重づけルール』に従って構成集団間の利害のハランスのとれた経

営戦略を決定する」という特徴の「但書き」によってあきらかにしようとして

いる。青木氏の「但書き」は，少し長いが，つぎのようである 。

　「このような特徴づけを何気なく読むと，日本の経営者は受動的であり ，二

つの構成集団が提出するある面では対立し，ある面では合致している要求を単

にまとめるだけという印象をもつかもしれないが，これは誤りである。比重づ

けルールに従って効率的な裁定を行うには，企業の成長によっ てキャピタル
・

ゲインという形で株主に帰属する便益と ，昇進の見込みが高くなるという形で

従業員に帰属する便益とを計算しなけれはならない。また，不確実な世界では ，

企業の成長可能性も外生的に決まるものではなく ，企業家精神と相応の人的 ・

金融的資産を用いて追求されなけれはならない。経営者が企業の活動をうまく

組織してより低いコストでより高い準レントを実現できれば，株主にとっ ては

キャピタル ・ゲインが増え，従業員にとっ ては昇進の機械が増えることになる 。

そうなると，その経営者の地位はより安定し，その信用も増す。それゆえ，裁

定者としての役割を効率的に行うには，受け身で妥協的であるのではなく ，攻

撃的で，成長追求的でなければならない。ここから，日本の経営者の四番目の

特徴が出てくる。つまり ，起業家精神であり ，革新を重ねつつ新しい事業の機

会を探求しつつ，企業の成長を追求していこうという姿勢である 。」（１伽戸

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５２）
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舳肋 〃， １〃舳伽６５，伽４肋砥伽加ｇ加肋〃功”〃鮒Ｅ６０〃ｏ舳以ｐ．１８２ ：前掲訳，１９６ぺ 一
ジ。）

　すでにあきらかなように，青木氏は，日本企業の経営者の成長性志向 ・長期

志向の行動的特徴をあくまでも ，協調ケーム　モテルにおける経営者の裁定者

的機能から引き出そうとしている。これは，内部均衡モデルとしての協調ゲー

ム　モテルを則提とする限り仕方のないことである 。

　しかし，青木氏がいう「日本の経営者の四番目の特徴」というものは，この

ように内部均衡の裁定者的機能から演緯的に説明されるようなものではなく
，

日本の経営者の行動を特徴づける基本的な要因であり ，むしろ，当初から独立

の先決的要因としてモデルに導入されなければならないものである。そして ，

そのような企業組織モテルはとのようなものかというのが，本稿の問題意識で

あっ た。

　本稿で筆者が主張してきたのは，本来の「組織均衡」のフレームワークを前

提としたｒ内外同時均衡実現」型企業組織モテルを念頭におけは，経営者を内

部均衡のための裁定者としてと同時に，対外均衡の局面における戦略的意思決

定者として協調ゲームに参加する企業組織モデルを描くことが可能であるとい

うことであ った。そして，そのような企業組織モデルにおいてこそ，日本企業

の特徴をより明確に描くことが可能であるというのが，筆者の考えである 。

　　８）加護野忠男ほか『日米企業の経営比較』１９８３年，日本経済新聞社，２４～２５ぺ一ジ 。

　　９）　日本企業の配当政策については，森脇彬編『日本の配当政策』１９９２年，中央経

　　　済社，第２章，とくに１４～１９ぺ一ジを参照 。

　　１０）この点について具体的には，経済企画庁編『平成２年版　経済白書』１９９０年
，

　　　１８７～１９６，２８８～２９４ぺ一ジ，および同『平成４年度　経済白書』１９９２年，２２８～

　　　２４６，２５ｇ～２７６ぺ一ジを参照 。

　１１）経済企画庁編『平成４年版　経済白書』１９９２年，第３章を参照 。

　１２）以下，日本の株式所有関係については，奥村宏『法人資本主義（改訂版）』

　　　 １９９１年，朝日文庫，第２ ，３章，小田切宏之『日本の企業戦略と組織』１９９２年 ，

　　　東洋経済新報社，第２章を参照 。

　１３）以下，日本の雇用関係については，小田切宏之，則掲書，第３章を参昭 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９９２年１０月３１日脱稿）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５５３）




